
Summary
“OpenClassWeekSystem”isapartofFacultyDevelopmentactivitiesofUniversityofMarketingandDistribution

Sciences.Allfull-timeteachers’classesareopentoallteachersandstaffs,duringthethreeweeksofOpenClassWeek

(OCW)ofeachsemester.Asaresultofthissystem,allfull-timeteachershavealreadyreceivedthevisittotheirclasses,

andalmostfull-timeteachershavevisitedotherclassessinceitintroducedatthelattersemesterof2003.Theexchange

ofopinionsofthevisitorsandtheclassteacherisaccumulatedasacase,andthecasesareopentoallteachersand

staffs.Since2003,thenumberofstudentswhowithdrewfrom schoolatthefirstgraderhasdecreased,theclass

attendancehasrisen,thesatisfactionratingandtheunderstandinglevelhaveimproved,andclassimprovementefforts

oftheteacherhaveincreased.Theintroductionofthissystemexertedthegoodinfluenceonthese.
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１．はじめに
我が国の高等教育機関では、近年急速に教育改革が進められており、授業方法の改善の一手法として、教員相互の

授業参観も活発になっている。
教員相互の授業参観には様々な形態があり類型化の試みもある（田口ほか、２００３）。公開授業・授業公開がどのよう

な効果を持つかについても多数の論考がある。京都大学の公開実験授業では、あらかじめ準備された公開授業を多数
の参観者が観察し、その後に深い討論を行っており、その討論のレベルも深化しつつある（京都大学高等教育教授シ
ステム開発センター編、１９９７、２００１、２００４など）。この公開実験授業の存在意義の一つは授業の集団的検討による大
学教員の相互研修にあるという。一方、京都大学でのもう一つの取り組みとして、観察の許可が得られた通常の授業
を高等教育教授システム開発センターメンバーが参観する「参加観察プロジェクト」がある。この効果として、授業
者＝被参観者である教員は、自らの授業を対象化し、自らの授業の特徴を知ることができ、また、参加観察プロジェ
クトの蓄積である大学授業の観察カテゴリーを見ることで他の授業の様子を知って自分の授業を豊かにしていくため
のアイデアを得ることができるとしている（京都大学高等教育教授システム開発センター授業参加観察プロジェクト
担当チーム、２００１）。
文部科学省の取りまとめによると、教員相互の授業参観は、２００１年度には１０１校、２００２年度には１３４校、２００３年度に
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は１５５校、２００４年度には１９４校で実施されており、順調に実施校数が増えている１）、２）。しかしながら、大多数の実施校
では、少数の授業の公開に止まっており、参観者数も必ずしも多くないのが実態と思われる。１９９９年という比較的早
い時期に公開授業を導入した和歌山大学では参加者数の低迷が続き横への広がりが難しいことが指摘されている（吉
田、２００２）が、多くの大学でも同様の傾向があるのではないか。

流通科学大学では、２００３年度後期から３週間（当初は２週間）にわたって全ての授業を原則として公開し、相互に
参観しあう制度を導入した。この授業公開週間のことをオープンクラスウィーク（OpenClassWeeks）と呼び、この
制度をオープンクラスウィーク制度と呼んでいる。略称はOCW、ならびにOCW制度である。OCW期間には、実際
に多くの授業が公開され多くの教・職員が参観しあった。
この論文では、まず、他大学では必ずしも成功していない、「横への広がり」が何故実現したかを、公開授業制度の

特徴を述べる中で明らかにする。次に他大学の公開授業制度とは異なった点を持つこの制度の効果について検証する。
最後に検証結果を踏まえてこの制度の改善すべき点を述べる。

２．流通科学大学全学的授業参観・公開制度（オープンクラスウィーク制度）の特徴
オープンクラスウィーク制度（OCW制）の特徴と成果については南木（２００５）、高尾（２００５）、安（２００５）、近藤

（２００５）で概要が示されている。またこの公開授業制度を支えるシステムの設計・開発については平越（２００５）がまと
めている。本制度の特徴について、これらの論文を踏まえつつ、それ以降の状況も加味して述べる。

①公開授業制度以外の様々な取り組み内容と開始時期
まず、公開授業制度以外のFD取り組みやカリキュラム改定などについてまとめておく。オープンクラスウィーク

の導入と前後して教育効果が向上したとしても、他の要因も関与しているかもしれないからである。
Ａ：カリキュラムの改定

２００１年度にカリキュラムが改定された。全学生が履修する「基礎演習」が設けられて導入教育が強化され、必修
科目が少ない自由な科目選択を重視した科目体系から、卒業要件がきびしい系統的学修を重視した科目体系になっ
た。学期末試験一度での成績評価が禁止され、少なくとも一度の中間試験の実施を義務付けるなど、厳格かつ懇切
丁寧な指導が求められるようになった（これは旧カリキュラム学生にも適用）。
Ｂ：授業改善アンケート
学生による授業改善アンケートは１９９４年に導入された。１９９７年度から学生による授業評価を体系化して統計処理

すると共に非常勤講師へ拡大し、２００１年度から「学生による授業評価」結果を教職員に公表して結果を共有した。

２００２年度に質問紙が変更され、それまでの「非常に○○した、○○した、どちらとも言えない、あまり○○しな
かった、○○しなかった」の５段階から、２００２年度からは「○○した、どちらかといえば○○した、どちらとも言
えない、どちらかといえば○○しなかった、○○しなかった」の５段階に変更された。２００４年度から回答マーク
シート用紙をそれまでの無記名式から記名式に変更した。
Ｃ：教員評価の導入
かつては給与、研究費に教員評価による差はなかった。教育、研究、その他の領域での活動が顕著であった教員

に対する表彰制度があったのみである。２００３年度から教員評価制度が導入され、三つの領域の各種の活動をポイン
ト化して順位付けをし、三領域合計値の上位の教員や領域ごとの評価成績１位の教員を全学教員会で表彰し、個人
研究費の上乗せを実施した。教育面での評価の定量的指標として授業改善アンケート等が用いられ、各種の授業改
善努力等の定性的な記述も評価に用いられている。２００６年度からは「教育研究等活性化プログラム」が導入され、
教員評価の結果が年俸に反映されることになった。
Ｄ：他のFD活動

１９９３年１２月に「教育研究（等）活動報告（１９９２年度）」を出版し、以降毎年出版している。これには「授業で工夫・
改善したこと」との項目が含まれている。１９９８年度から「FD研修会」を１年３回程度開催している。
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②オープンクラスウィーク制度導入前の状況
流通科学大学は１９８８年に設立された比較的若い大学である。商学部、情報学部、サービス産業学部の３学部（７学

科）から構成され、学生数は４１７３人、専任教員数は１１３人（２００６年５月１日現在）の中規模の大学である。

１９９２年以降、各種のFD取り組みが実施されてきた。公開授業は２０００年度から取り組みを始め、２年半で計１５の授
業が公開されて意見交換が実施されてきたが、一つの授業の参観者は３～５名程度のことが多く、横への波及には乏
しかった。
この頃、授業改善アンケートの理解度や満足度の値は上昇しなかった（１９９９年から２００１年にかけてのデータは表７

参照）。一方、学生による授業改善アンケート結果を２００１年度から全教職員に公開した。このことは他の教員の授業
手法への関心を高め、より多くの授業を参観したいという教員も現れた。

③オープンクラスウィーク制度導入の経緯
授業改善アンケートの理解度や満足度の値が改善しない状況を打開するために、全授業を公開してみてはどうかと

いう案が出された。全授業の公開は、もっと多くの授業（たとえば「授業改善アンケートのポイントが高い科目」、
「内容が自分自身のものと関連している科目」など）を参観してみたいという積極的な教員の要望に答えることにな
る。一方、この種の取り組みに関心を示さない消極的な教員の授業も他の教職員に公開されることになり、「ショッ
ク療法」になる。この両面での効果によって、相互啓発的に授業を改善する大きな流れを作り出せるのではないかと
期待したのである。

２００２年度から制度導入についての検討を始めた。当時、全ての授業を一斉に公開する制度は他大学で類例がなかっ
たこともあり、教員間に不安や危惧の声が上がった。「相互批判で教員間に不信感が広がるのではないか」「人事管理
や教員評価につながるのではないか」「多様な目標や手法が軽視され授業の均質化につながるのではないか」などで
ある。広範な議論を経て、「同僚教員（Peer）が相互に授業を参観することで、他人の授業を参考にし、また自分の授
業への批評を仰ぎ、延いては授業内容の質の向上を図ろうとするものである」との公開授業の理念や遵守事項、目標、
考え方が定められ（表１）、また実施の手順も決定された。そして２００３年度後期からこの制度が導入された。

④オープンクラスウィーク制度の手順
オープンクラスウィーク制度（OCW制度）の手順の概略は図１のとおりである。参観希望者がまず「参観したい科

目」を選び「参観申し込み」を提出する。これを受けた公開者は、特別な理由（その日は試験日であるなど）がある
場合にのみ公開辞退が許される。公開者は、「参観時のお願い」として、それまでの授業の経緯や当該授業の狙いなど
を参観者に伝えることができる。参観後、参観者は、当該授業から「学ぶべき事項」と「改善した方が良い事項」を
報告し、公開者は必要であればそれに対してコメントを付ける。これら両者が「成果報告書」になる（図２）。これは
「成果報告書データベース」として蓄積され、学内公開されている。さらに、OCWの参観・公開を踏まえて、実際に
自分の授業を改善した事例を２００４年後期にアンケート調査し「工夫改善事例データベース」として学内公開している。

２００３年度後期の第１回目のオープンクラスウィークでは、運営の手続きを全て個別のメールのやりとりや、紙ベー
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表１ オープンクラスウィークの理念・目標等

公開授業（PeerReview）とは同僚教員（Peer）が相互に授業を参観することで、他人の授業を参考にし、また自分の
授業への批評を仰ぎ、延いては授業内容の質の向上を図ろうとするものである。本学における公開授業は次に掲げる
事項を遵守し、最終目標を達成することを目的とする。

理 念

①強制されない同僚間の学びあいのシステムであること ②普段のままの姿を見せるものであること ③魅力的な授
業を学生に提供することを最終目標とすること

遵守事項

①ティーチング能力の向上 ②組織的教育の確立 ③魅力ある講義作り ④対外公表を意識した教育内容の透明性の
確保

目 標

①すべての授業を「原則公開」とする ②教員評価につながるものではない ③全学挙げての実施は全国的にも極め
てユニークである。不十分な点や問題点は逐次改善しながら進める。成否は教員が善意（Goodwill）を持ってこの新
しい公開授業に取り組むか否かにかかっている。

考 え 方



スで処理した。すると、教室変更が伝わらずに参観できなかったり、報告書の提出が遅れるなどのトラブルが多発し
た。事務局の作業量も非常に大きく運用の実務に大きな課題を残した。そこで、以上の煩雑な手続きを全てシステム
上で実施できるようにした（平越、２００５）。参観申し込みからスタートする「申し込み型授業参観運用システム」が
確立し、参観者、公開者、事務局にとって使い勝手がよくなった。たとえば、授業科目を担当教員名、科目名、時間
割、フリーワードなどで簡単に検索できるので、どの授業を参観するか吟味するのが容易である。
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図１ オープンクラスウィーク概念図

図２ 公開授業成果報告書例
「学ぶべき事項」と「改善した方がよいと思われる事項」を参観者が記入する。これに対して公
開者は「公開者コメント」を付けることが出来る。



⑤流通科学大学の公開授業制度の特徴
公開授業制度は大学ごとに多様ではある（田口ほか、２００３）。しかし「教員相互の授業参観」などのキーワードで

検索してヒットする大半の高等教育機関で実施されている公開授業をここでは、「一般的な公開授業制度」と呼ぶ。
例えば和歌山大学の事例（吉田、２００２）や流通科学大学の２００３年度前期までの制度がこれにあたる。これを流通科学
大学の公開授業制度であるOCW制度と比較してみる（表２）。一般的な公開授業では、予め指定された科目を予め指
定された日時に予め指定された教員が公開する。一方、OCW制度では、参観希望者のいる全ての科目が公開対象科
目であり、OCW期間中に参観希望があれば専任教員全員に公開の義務がある。OCW制度では参観者間の討論は実施
されずウェブ上でのコメントのやり取りに止まる。なお一般的には参観者は教員のみのことが多いが、流通科学大学
では職員にも参観が許されている。
授業を原則的に全て公開する取り組みは、大同工業大学において、１９９９年から取り組まれてきた（大学基準協会、

２００６）３）。現在は非常勤講師にまで拡大されており、討議の内容も本学と比較するとはるかに深くて充実している。た
だし、順次公開授業を実施してきたため、全教員の公開までには時間がかかっている。鹿児島国際大学では２００５年度
から専任教員、非常勤講師とも担当科目から１科目を選び、年１回日程を指定して公開する制度をスタートさせてい
る４）。これらは、全ての授業を公開するという点ではOCW制度と共通するが、いずれも、表３の右側の、予め指定さ
れた科目について、予め指定された日時に、予め指定された教員が公開するという方式を充実させたものである点で
はOCW制度とは異なっている。

３．オープンクラスウィーク制度（OCW制度）導入の効果
まず、授業公開・参観の実績とOCW制度に対する教員の意見を述べる。次に、実際にどのような効果があったか

を探るため、まず教務課データから修得単位数、退学者数の変化を求め、次に学生による授業改善アンケートの回収
数から出席率の変化を求め、さらに学生による授業改善アンケート結果から授業に対する満足度や理解度の変化を求
める。最後に実際に授業がどう改善されたかを、「工夫改善事例データベース」と「教育研究等活動報告書」の記述か
ら求める。
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表２ 流通科学大学のOCW制度と一般的な公開授業制度の比較

一般的な公開授業制度流通科学大学OCW制度

予め指定された科目参観希望者のいる全ての科目公 開 対 象 科 目

予め指定された日時OCWの３週間内の開講日時公 開 日 時

予め指定された教員専任教員全員（参観希望があれば公開の義務がある）公 開 者

教員のみのことが多い教員・職員参 観 者

不要必要
参観者・公開者
の事前調整

参観者・公開者が一同に会しての自由討論
ウェブ上での参観者・公開者の１度のコメント交換、
参観者間の討論はなし

参 観 後 の 討 論

記録者が要点をまとめる討論がそのまま記録される討 論 の 記 録

・討論の深まりや、参観者間の相互啓発が望める

・どの授業も参観者を迎える可能性があり、公開性・
透明性が高い

・参観後の討論がそのままデータとして蓄積される
・「公開して学ぶこと」「参観して学ぶこと」の両者を
短期間で体験できる

主 な 長 所

・指定された科目・教員以外は「公開」したことによ
り学ぶ機会がない

・全教員が「公開」の体験をしようとすると、相当の
期間がかかる

・公開・参観ともに一部の教員に固定しがちである

・討論の深まりや、参観者間の相互啓発は期待できな
い

主 な 短 所



①公開・参観の実績
公開・参観の実績を表３に示す。第１回から第４回までは順調に参加者数が増加している。述べ参観数がピークで

あった第４回では、当該学期に開講されている５２８の全ての科目が公開対象となっているが、１３５の科目に実際に参観
者があった。これらの科目は１０３人の教員が担当していた。当時の全専任教員１２１名のうち参観を受けた教員は８５.１％
（１０３÷１２１×１００）になり、これが教員ベースの公開率となる。参観者は専任教員８５名、専任職員３８名、非常勤教員５
名であった。参観教職員１２８名の中には、この期間に複数の科目を参観する教員もおり、成果報告書が提出された数
（延べ参観数）は２１５になる。したがって、平均すれば、参観者はこの期間に１.６８科目（２１５/１２８）を参観し、公開教員
一人あたりの参観者数は２.０９人（２１５/１０３）であったことになる。公開教員は複数科目を担当しているし各科目の公開
日は３回あるので、１科目１授業日当たりの平均参観者数はさらに少ない。これまでの累積で、全専任教員が公開の
体験を持った。ただし、まだ参観経験のない教員が１３名残っている。
順調に増加してきた参加者数が２００５年度後期に大きく減少した。そこで、何らかの問題があると考え、自由記述式

のアンケートを実施し、２８名からご意見をいただいた。「１４回の講義のうち１回だけを参観しても全体の流れが分か
らない」「報告書作成の際、今後の人間関係を考え、相当気を使っている」などの、OCW制度開始当初からあった危
惧が必ずしも解消されていないことがわかった。「何回も参観されて私も学生も大変でした」「ノルマになっており負
担に感じる」など、この制度がストレスを与えている様子もうかがえた。また、「多数回参観をし、また参観を受けた
ので、私はもう十分やった感がある。むしろ一回も参観していない人、一回も参観されていない人にこそやっていた
だくシステムにすべき」「専任の教員同士では、お互いに参観しつくした感がある」との意見があり、熱心な教員に
とってはすでに見たい授業はおおかた参観した状態になっていることがうかがえた。一方、「公開を非常勤講師に、
参観を父兄や高校生に拡大する」など制度の拡充を望む声もあった。また、「同一科目を担当する教員間で、学生の理
解度などについて意見交換をしており、この方が具体的で参考になる」「授業をグループ化して、グループ内で相互
参観しレポートをまとめてはどうか」といった、深い意見交換を求める声もあった。
なお、２００６年度前期には参観者数は再び増加しており、延べ参観数は１７４件であった。詳細は未集計である。

②修得単位数
表４に修得単位数の入学年度別・学年別の平均値を示す。修得単位数は２００１年度の新カリキュラム導入の一年目が
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表３ オープンクラスウィーク実績

２００５年度後期２００５年度前期２００４年度後期２００４年度前期２００３年度後期
（第５回）（第４回）（第３回）（第２回）（第１回）
１１/１４～６/１４～７/４１１/２５～１２/１５６/１４～６/２６１１/２５～１２/８

１２７２１５１９２１５９１３１延べ参観数（成果報告書件数）

８４１２８１２４１０１８６参観教職員合計人数（人）

６１
（５０％）

８５
（７０％）

８８
（６６％）

７８
（５８％）

８０
（５８％）

参観者数
専 任 教 員

参観者内訳（人）
括弧内は参観率

１２１１２１１３４１３４１３９全教員数

２２
（４３％）

３８
（７５％）

３３
（６５％）

２３
（４５％）

６
（１３％）

参観者数
専 任 職 員

５１５１５１５１４６全職員数

１
（０.７％）

５
（３.５％）

３
（２％）

──参観者数
非常勤講師

１４１１４１１２４──全教員数

６９
（５７％）

１０３
（８５％）

１００
（７５％）

８０
（６０％）

６７
（４８％）

公開教員（専任）合計人数（人）
括弧内は公開率（参観を受けた教員の率）

８０１３５１２２１０８９８実 施 数
公開・参観科目数

５０１５２８５５５５７５５６６対象科目数



低かったことと、履修制限を緩和すると修得単位数が増えるということ、１年生の修得単位数がやや低く、２年生・

３年生で上昇し、４年生で大きく下がるという傾向であり、入学年度別の差異はない。後に述べる出席率の向上や授
業改善アンケートに見る理解度・満足度の向上と単位の修得数上昇は関連がないようだ。これは逆に言えば、出席率
が低く理解度も低い学生に、かつては安易に単位認定をしてきたことを示しているのかもしれない。

③１年の退学者数の減少
１年生の退学者数が２００４年度から減少している（表５）。ただし、全体としての退学者減少は今のところ見られな

い。同一コホートの退学者動向を追い続ける必要がある。

④出席率の向上
授業改善アンケートの実施率は９５％以上であり、授業中に回収している。したがって、授業改善アンケートの回答

総数（表７）を各年度の全学生数で割った、学生一人当たりの回答数（表６）は、おおむね学生の出席授業数の平均
ということになる。登録授業数平均等と合わせて推計すると、「出席率」の平均は、２００２年度の５０％程度から２００５年度
には７０％程度になった。回答個票数の増減は出席率の増減と一致するから、表７から判断すると、出席率は１９９９年か
ら２００１年にかけては横ばいか幾分低下傾向にあった。それが２００２年度から上昇に転じ、２００５年度まで上昇し続けてい
る。

⑤授業改善アンケート満足度・理解度の向上
図３は学生による授業改善アンケートの満足度の推移であり、「満足できた」、「どちらかというと満足できた」の

比率が増えていることがわかる。表７に理解度・満足度の推移を示す。「この授業に満足できましたか」という質問
に対して、「満足できた（５ポイント）」から「満足できなかった（１ポイント）」の５段階評価とした平均値で見ると、

２００２年度前期から２００５年度前期にかけて、満足度は３.８６から４.００に上がっている。同様に理解度の平均値も５段階の

３.５４から３.７２に上がった。どの年度も後期のほうが満足度・理解度が高いが上昇傾向は同じである。２００４年度に解答
用紙が記名式に変更された。この事も平均値の上昇に寄与しているので２００３年度後期に導入された授業公開制度が

２００３年度から２００４年度の上昇にどの程度寄与しているかは不明と言うしかない。また２００１年度から２００２年度の大幅な
上昇も質問の変更によるところが大きいと考えられる。しかし、２００１年度までは上昇傾向はなく横ばいか幾分低下気
味であること。２００２年度から２００３年度にかけて上昇が見られ、２００４年度から２００５年度も上昇傾向が続いている。
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表４ 単位修得数平均値の入学年度別学年別の推移

４年３年２年１年
学年

入学年度

18.939.6３６.９３２.３２００１年度

19.9３７.１３７.３３５.１２００２年度

40.0３６.４３４.５２００３年度

38.6３４.５２００４年度

35.0２００５年度

流通科学大学のキャップ制（１年間の履修制限）は４４単位であったが太字斜体部分では４８単位に緩和されている。
２００１年度入学生に対しては、新カリキュラムが導入された際に履修指導が不十分であったとして２００３年と２００４年
に緩和され、２００５年度からは、２００６年度導入の新・新カリキュラムに関連した措置として全学年で緩和された。

表５ １年生の年度別退学者数

２００５２００４２００３２００２２００１年 度

１２１３５０４４２３人 数

表６ 学生の一人当たり授業改善アンケート回答数

２００５年度２００４年度２００３年度２００２年度

６.５３５.９７５.１５４.６３前 期

５.４９５.２１４.３１４.００後 期

おおむね当該学期の出席授業数を表している。



⑥低年次学生の顕著な授業満足度の向上
授業改善アンケートの満足度の向上には、学年によって差がある。３年生や４年生はもともと値が高く、大きな上

昇はない。一方、１年生、２年生の満足度は、かつては低かったものが、大きく上昇した（表８）。理解度も同傾向で
ある。さらに１年生の満足度を科目群別に見てみる。外国語関連科目やスポーツ健康科目のような、「実習系」・「少
人数」の科目では、もともと満足度は高く上昇幅は小さい。一方、「人間文化科目（教養科目）」や「学部専門科目」
などの「講義系」科目で満足度が大きく上昇した（表９）。

⑦教員の授業方法改善努力の増加
２００４年１２月に実施した「OCWを契機として実際に授業改善したか」の調査では、６４人（１６４件）の改善事例が寄せ

られており（安、２００５）、この制度を実際に授業改善に役立てていることが分かる。南木（２００５）は２００１年度と２００３
年度の「教育研究活動報告書」の「担当する授業で工夫・改善した項目と内容」の各教員の記述を分析した。その結
果、授業改善について書かれている分量（行数）が増えていること、また１９９２年から２００３年まで在職し続けた教員の
記述を見ると、双方向授業への取り組みについて記述した教員が１０名から１９名に増加していることから、教員の授業
手法改善への努力が質・量ともに向上していると判断した。
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表７ 授業改善アンケート結果、満足度ならびに理解度の推移

回答個票
数 合 計

理解度
の標準偏差

＊２

満足度
の平均値

＊１，＊２，＊３

理解度
の標準偏差

＊２

理解度
の平均値

＊１，＊２，＊３
期

実施年
＊４

２０２８５０.９４３.６１０.９５３.４８前期１９９９年度

１５７４８０.９７３.６５０.９５３.５２後期１９９９年度

１９４４６１.０２３.５４１.００３.４３前期２０００年度

１４８９６０.９５３.７００.９４３.５８後期２０００年度

１８４９０１.００３.５２１.０６３.２９前期２００１年度

１４８５１０.９６３.６５０.９５３.５２後期２００１年度

１９６４２１.０９３.８６１.０６３.５４前期２００２年度

１７００９１.０１４.０１０.９９３.６７後期２００２年度

２２８４５１.０８３.９１１.０７３.５９前期２００３年度

１９０９２１.０３４.０１１.０１３.７１後期２００３年度

２６１８２１.００３.９９０.９８３.７３前期２００４年度

２３３１６０.９６４.１００.９３３.８６後期２００４年度

２８５９４０.９９４.０００.９８３.７２前期２００５年度

２４０４８０.９３４.１５０.９２３.８８後期２００５年度

満足度や理解度の回答分布は各授業の満足度の平均ではなく、個票すべての分布から算出している。
＊１：１９９９年度から２００１年度は「非常に満足した、満足した、どちらとも言えない、あまり満足しなかった、満足し
なかった」の５段階。２００２年度からは「満足できた、どちらかといえば満足できた、どちらとも言えない、どちら
かといえば満足できなかった、満足できなかった」の５段階。理解度の質問の変更も同様。２００１年度から２００２年度
への値の上昇は質問の変化によるところも大きい。

＊２：設問は順序尺度であり平均値や標準偏差の算出には適さないが、年次比較と回答分布の目安のため、「満足で
きた」を５ポイントとし、「満足できなかった」を１ポイントとした５段階の平均値をあえて算出している。理解度
も同様に「よく理解できた」を５ポイントとし、「理解できなかった」を１として算出している。

＊３：２００４年度から回答マークシート用紙をそれまでの無記名式から記名式に変更した。これは学生により責任ある
回答を求めることと、成績との相関の算出などの様々な分析に用いるためである。２００３年度から２００４年度への値の
上昇は記名式の導入によるところも大きい。

＊４：各種のFD取り組みなどの導入年は次のとおりである。
２００１年度にカリキュラムが改定
２００１年度から「学生による授業評価」結果を教職員に公表して結果を共有
２００３年度から教員評価制度を導入



４．考 察
①流通科学大学の公開授業制度の長所と短所

一般的な公開授業と流通科学大学の公開授業制度の違いを表２にまとめた。制度設計の違いは、この制度特有の長
所と短所をもたらす。一般的な公開授業制度では、公開側の教員はそれなりの準備をし、場合によっては用意周到な
「特別」の授業をすることができる。一方、OCW制度では、参観希望者のいる全ての科目が公開対象科目であり、参
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図３ 授業満足度の推移（前期）、後期も同様の傾向である（表７参照）

表８ 学年別授業改善アンケート満足度の推移

２００５年度２００４年度２００３年度２００２年度

標準偏差平均値標準偏差平均値標準偏差平均値標準偏差平均値
〈回答個票数合計〉〈回答個票数合計〉〈回答個票数合計〉〈回答個票数合計〉

０.９９４.００１.００３.９９１.０８３.９１１.０９３.８６
全学年

前期

〈２７８７９〉〈２６１６６〉〈２２８１４〉〈１９６３０〉

１.００３.９６１.０２３.９８１.１３３.８５１.１２３.８４
１年生

〈９０３１〉〈８３９７〉〈９１００〉〈７９７４〉

１.００４.０２１.０１３.９４１.０４３.９０１.０７３.８２
２年生

〈８０６５〉〈９１０５〉〈７２３１〉〈６６２７〉

１.０１３.９５０.９７４.００１.０５３.９３１.０８３.９１
３年生

〈７８７６〉〈６４２５〉〈５２２３〉〈３９９０〉

０.９０４.１４０.９２４.１７０.９３４.２４１.０２４.１１
４年生

〈２９０２〉〈２２３９〉〈１２６０〉〈１０３９〉

０.９３４.１５０.９６４.１０１.０３４.０１１.０１４.０１
全学年

後期

〈２３４５２〉〈２３４２２〉〈１９０７５〉〈１６９８９〉

０.９４４.１３０.９５４.１５１.０４４.０３１.０３３.９８
１年生

〈８０１０〉〈７８４５〉〈７６４２〉〈７２８８〉

０.９５４.１３０.９８４.０３１.０３３.９７１.０３３.９５
２年生

〈６９０２〉〈８２９０〉〈５９６３〉〈６１０４〉

０.９２４.１５０.９４４.１２１.０３３.９７０.９５４.１３
３年生

〈６５２９〉〈５８４０〉〈４６４２〉〈２８５０〉

０.８４４.３２０.８６４.２５０.８６４.３８０.８８４.２６
４年生

〈２０１１〉〈１４４７〉〈８２８〉〈７４７〉



観希望があれば専任教員全員に公開の義務がある。参観者の有無はOCW申込期間にならないと分からないので、公
開のために特別の授業を準備することは難しい。このためこの制度の趣旨どおり「普段のままの姿を見せる」ことに
なる。このことは、授業の公開性や透明性を高めるものである。しかしアンケート結果を見ると「公開することはス
トレスだ」との意見があり、「普段のままの姿を見せる」ことへの抵抗感がなお存在していることを示している。制度
導入前に「相互批判で教員間に不信感が広がるのではないか」との危惧があったが、現在でも人間関係を考えて報告
書作成の際に気を使うという教員がいた。このように、公開にはある程度のストレスや気遣いは今も伴っているが、
そのことが「公開に耐える内容・手法の授業をしよう」という動機付けにもなっているのであろう。
参観後の討論がそのままデータとして蓄積されることは長所であるが、その討論内容は参観者と公開者の一度のや

り取りに過ぎず、一般的な公開授業では普通である参観者同士の意見交換がないことは欠点である。そこで、より深
い意見交換を求める声があがっている。
この制度のもっとも優れた特徴は、実際に多数の参観を実現させて、「公開体験」と「参観体験」の両者を短期間で

体験できることである。公開者として学ぶ点と参観者として学ぶ点は異なるであろうことは、京都大学の公開実験授
業の参観者と、「参加観察プロジェクト」における、授業者＝被参観者が受け取るものが異なることからも推定でき
る。流通科学大学の「工夫改善事例データベース」を見ると「授業環境の維持に関する工夫（出席管理、私語の抑制、
遅刻や教室の出入りなど）」は、参観者から指摘を受けて公開者が改善することが多いのに対して、「その他の多様な
授業内容などに関する工夫（発声、板書、資料、話題、事例、難易度、評価、双方向授業など）」は、参観して学ん
で改善していることが多い（安、２００５）。「参観」「公開」の両方を体験することが、授業手法の改善に有効である。

本制度導入時に聞かれた「多様な目標や手法が軽視され授業の均質化につながるのではないか」との危惧は今では
聞かれない。参観・公開を繰り返すことで、授業の目的・内容・教員の個性などによって実に多様な手法がとりうる
ことが広く知られてきたのであろう。

②出席率、授業満足度・理解度上昇に対するオープンクラスウィーク制度（OCW制度）の効果
２００１年度までは、出席率、授業満足度・理解度は横ばいか低下傾向である。出席率は２００２年度から継続的に向上し

ている。授業満足度・理解度は２００２年度に向上したかどうかは不明であり２００３年度からは継続的に向上している。退
学者数は２００４年度から減少した。これに対して、OCW制度の導入は２００３年度後期からである。新カリキュラム導入
と授業改善アンケート結果の教職員での公開が２００１年度、教員評価制度の導入が２００３年度からである。
OCW制度導入前から教育効果の評価値の向上が始まっているので、OCW制度の導入のみで教育効果の向上が起

こっているのではない。これらの関連を厳密に明らかにするのは困難であるが、おおむね次のような相互作用があっ
たと推定できる。
新カリキュラムの導入により厳格かつ懇切丁寧な指導が要求されることになった。また、授業改善アンケート結果

の教職員での公開によって、評価の高い教員と低い教員が教職員の目に明らかになった。教員は、これらにより教育
手法改善の必要性を感じ、主として自主的な工夫に励んだ結果、各種の評価値が２００２年度に上がった。しかし、それ
ぞれの授業をどのように改善したらよいかに関する大学独自の情報は乏しかった。２００３年度からの教育評価制度の導
入は、教員の授業改善に対する意欲を強めた。またOCW制度の導入により、どのように授業を改善すべきかを、参
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表９ １年生の満足度平均値の科目区分ごとの向上幅（２００２年度と２００５年度の差異）

差 異２００５年度前期２００２年度前期

０.０７４.１６４.０９外 国 語 関 連 科 目

０.１０４.４８４.３８ス ポ ー ツ 健 康 科 目

０.３０３.７０３.４０人間文化（教養）科目

０.２３３.８４３.６１学 部 専 門 科 目

０.１２３.９６３.８４全 体

全体の平均値は、この表では各科目の値の平均であるのに対して表７と表８では全個
票の平均値なので値が異なっている。



観者から助言を得たり、参観してヒントを得たり、他の人の「成果報告書」や「工夫改善データベース」を見て学べ
るようになった。授業改善アンケートの評価値が高い教員の授業を参観して学ぼうとしたり、自分自身の評価値が低
い原因がわからず参観を請うたりすること普通に行われるようになった。これらにより２００４年度以降も継続的に各種
の評価値が上昇しているものと考えられる。
OCWでの参観回数と授業満足度改善の関係（図４）を見ると、どの階層でも満足度の向上は大きいが、とりわけ５

回以上参観したものの上昇幅が大きく、上記の推測の妥当性がある程度裏づけられる。

③低年次生の授業満足度向上
１年生、２年生の「講義系」科目での満足度の上昇が特に大きかった（表９）理由は、次のように推定できる。一

般的に言って、「講義系科目」では一方通行型の授業が多く、大きなクラスになることも多いので私語が目立つこと
もあるし教室出入りがある場合もある。学期の始まりには座席を確保することがままならないことさえ時にある。授
業の工夫改善によって、双方向型の授業が増え、私語等に対する抑制が強まったことにより、１・２年生の講義系科
目に対する不満が解消したのではないだろうか。これら不満の解消が１年生の退学者数の減少に結びついた可能性が
ある。
昨今は低年次教育の必要が叫ばれているが、低年次学生を大学教育に早期に適応させることを目的することが多い。

しかし低年次学生は、大学の「悪い文化」にまだ染まらない清新な目を持っているともいえる。変えるべきは低年次
学生ではなく大学文化であるかもしれないのである。本学での事例は、今後の低年次学生の満足度や理解度の向上の
ためには、導入教育の強化だけではなく、それぞれの科目の地道な授業方法の改善も不可欠であることを示している。

５．今後の課題
OCW制度は、参観者間の相互啓発性に乏しい。より深い意見交換を求める声も上がっている。「公開するだけ・参

観するだけ」でも大きな刺激を受けて授業改善に結びついてきたが、その時期は終わりつつあり、それが参観数の減
少をもたらした可能性がある。そこで「量から質への転換」をかかげて、全面的な公開授業制度は維持しつつ、「話し
合いつき公開授業」をOCW期間中に実施し始めた。これは、各学科から１科目を選び、参観者が授業終了後に意見
交換をする制度であり、OCW制度の欠点を補うものでもある。結果として、２００６年前期には参観者数に増加の兆しが
現れた。
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図４ オープンクラスウィークでの参観回数と授業満足度改善の関係
公開授業への参観回数（２００３年後期～２００５年度前期の累計）ごとに授業満足度の変化（２００２年度前期→２００５年度前期）を比較。５
回以上参観者は２３人で平均値は０.２０７、３～４回参観者は３５人で平均値は０.１３２、２回以下の参観者は２２人で平均値は０.１５２であった。



２００２年度と２００５年度の両方に在籍・担当していた専任教員と非常勤教員の担当科目の授業満足度平均値の上昇幅の
平均は、前者が０.１９ポイントで後者は０.０３ポイントであった。非常勤講師の上昇幅が小さいことには、公開の機会が
ないことが影響しているかもしれない。今後は意向を確かめながら、非常勤教員にも段階的に本制度を適用すべきで
あろう。
「経験の蓄積」を「活用」へと転化するため、「成果報告書」「工夫改善事例データベース集」から事例集を作成す
る作業に着手している。他大学の事例集は、教員の自己申告の工夫事例が基となることが多い。それに対して本学の
事例集は、他の教員からの検証を経たものとなる点が特色になる。
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